
○論点

①現行の地域プラットフォームは、ボトルネックを解消し、案件形成を図るために、効果的な取
組内容になっているか。

②先導的官民連携支援事業の支援成果の周知・活用方法は、ボトルネックを解消する観点
から効果的なものになっているか。

③先導的官民連携支援事業の支援対象事業の50%が調査検討終了から3年以内にPPP/PFI
として事業化することを成果目標としているが、妥当か。

事業についての論点等

事業名 担当部局庁

論点等説明シート

官民連携による民間資金を最大限活用した
成長戦略の推進

総合政策局

・社会資本の老朽化や人口減少など社会資本を取り巻く環境の変化に対応し、社会資本の
整備・維持管理・更新に係る公的負担の抑制を図るとともに、新たなビジネス機会の創出によ
る地域経済の活性化を実現するため、PPP/PFIの推進を図る必要がある。

・しかしながら、8割以上の地方公共団体がPFI事業を実施したことがないなど、PPP/PFIにつ
いては広く活用が進んでいるとは言えない状況にある。

・そのため、地方公共団体のニーズや状況に応じた支援を実施することにより、PPP/PFIの推
進を図っていく必要がある。

○事業の背景・目的等


